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トヨタ系列のアイシン精機が、刈谷労働基準監督署の

是正指導をうけて、未払い残業代を労働者に支払いま

した。職場の労働者と愛知選挙区もとむら伸子氏を先

頭にした日本共産党の運動が実りました。

サービス残業是正を刈谷労基署に申し入れるもとむら伸子氏（正面左から２人目）＝4月9日

愛知選挙区のもとむら伸子氏は、労働者とと

もに昨年11月と今年４月に刈谷労基署に、2月

に愛知労働局に、3月18日は厚労省にもサービ

ス残業是正を求めて交渉。厚労省も「くり返し

違反を行う企業は悪質」として労働局に伝える

ことを約束していました。

刈谷労基署はアイシンがこれまで30分未満の残業代を切り捨ててきたこ

とに対し、労働時間を15分ごとの管理に改めることを求め、これまでの残

業代を労働者に支払うように指導。アイシンが労働者に支払った未払い残

業代は合計で10万時間分の３億円にものぼるといわれています。同社は、

職場と工場入退場門に、出退勤時間を記録するセキュリティーゲートも設

置しました。

厚労省と交渉するもとむら伸子氏
（写真左）＝3月18日

10
万
時
間
分



一昨年のリーマンショック以降つづく経済危機で国民

のくらしと経済はきわめて深刻に。日本共産党は3月11

日に経済懇談会を開き、「経済提言」を発表しました。

リーマンショック前の１０年間。主要７

カ国で日本だけが、ＧＤＰが伸びていない

「成長が止まった国」に。雇用者報酬も唯

一減っている「国民が貧しくなった国」に

なっています。

こんな状況がが10年続いたところにリー

マンショックが起きたから、日本の経済危

機はきわめて深刻なものとなってしまった

のです。

この１０年間に、大企業の経常利益は15兆円から32兆円に大

幅に増えたにもかかわらず、雇用者報酬は279兆円から253兆円

まで大幅に減りました。どこへいったのか。大企業の内部留保

は142兆円から229兆円に急増―ここに蓄積されたのです。

経済危機を打開するには、この莫大な内部留保を国民の暮ら

しに還元させる必要があります。日本共産党は、具体的に５つ

の経済提言をしています。

1.人間らしく働くルールの確立を

2.大企業と中小企業の公正なルールをつくる

3.農林水産業の再生へ自給率向上を

4.社会保障削減から拡充へ

5.軍事費と大企業・大資産家税制にメスを


